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2025年に創立150周年を迎える一橋大学は、「社会科学の総合大学」として、世界及び日本の社会、経済、法
制等における諸課題の発見と解決に資する研究や企業経営の革新に結実する研究などに強みを持ち、研究
と一体となった良質な教育により、一人ひとりの学生を丁寧に育成し、高度な専門性と深い教養を兼ね備え、
各界でグローバルに活躍する人材を社会に送り出してきました。

 今日、世界は気候変動による災害の激甚化、コロナ禍等の地球規模の危機、格差と分断がもたらす対立、グ
ローバル化・少子高齢化・デジタル化による産業・社会構造の変動など複雑で困難な諸課題に直面しており
ます。一橋大学は、教育研究に卓越した成果を挙げてきた歴史と伝統を継承しつつ、「開放性」「多様性」「社
会連携」の強化をビジョンとして掲げ、社会科学における世界最高水準の教育研究拠点として、複雑困難な
諸課題の解決と卓越した人材育成に求められる役割をしっかり果たしてまいります。

一橋大学は、2024年3月に「キャンパスマスタープラン」改定版を策定しました。創立150周年の節目を迎えるに
あたり、次の150年に向けて橋を架けるべく、一橋大学の更なる発展を目指し、教育研究の基盤となるキャンパ
スの環境負荷低減と持続可能性に配慮した取り組みを推進していくために、多様なステークホルダーの理解
と共感を得ながら、一橋らしい景観を継承・整備していくことに努めてまいります。
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社会科学の総合大学として、本学は日本をはじめ世界における政治経済社会の発展とその創造的推進者の育成に貢献して参り

ました。本学ではSDGs（持続可能な開発目標）を目指すべき社会の在り方を示す指標としており、持続可能な世界の実現に向け

て、環境保全や持続可能な社会の構築への貢献などの社会的役割を果たして参ります。

また、幾多の年月を経て作り上げられた武蔵野の雑木林の面影を残す緑豊かなキャンパスを維持・発展させ、環境に配慮した持

続可能なキャンパスの構築を目指します。

環境保全及び省エネルギーに関する法令等を遵守するとともに、環境についての理解を深め、本学の活動から生ずる環境へ

の負荷を把握し、中長期的な観点から省エネルギー、省資源、資源リサイクルを推進することにより、世界最先端の教育研

究活動と環境負荷の低減の両立を図ります。

キャンパス内の樹林及び緑地を保全し、あわせて高性能かつ高効率な空調、照明等に関する設備の導入を加速させることに

より、カーボンニュートラルの達成を目指すとともに、学生・教職員などの心身の健康の保持増進を図ります。

社会の様々な分野において人類が直面する環境問題を解決するため、SDGsの達成やアクションプランの実現に寄与する教

育プログラムを構築し、SDGsを達成するための次世代の担い手やリーダーを育成し、環境問題の解決に貢献します。

持続可能なキャンパス構築へ向けた取組を通じて、学生・教職員はもとより、地域社会や周辺自治体との連携を推進し、地

球環境の保全及び改善に貢献します。

基本理念

基本方針

（1）

（2）

（3）

（4）

省エネルギー推進体制図

施設課
エネルギー管理
企画推進者など

学長

施設マネジメント委員会

副学長（財務担当）（＝エネルギー管理統括者）

各研究科長／経済研究所長／附属図書館長／事務局長／財務部長／財務課長／施設課長

各部局長

教職員

委員長

委員
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本学は、「一橋大学環境方針」を2021年度に掲げ、以下の中期的な目標の達成を目指しています。

・第4期中期目標期間最終年度までに、2018年度実績と比較してのエネルギー起源二酸化炭素排出量を25％削減すること

を目指します。

・電子決裁システムの導入、学内会議のオンライン化等によるペーパーレス化を推進し、第4期中期目標期間最終年度までに紙

の使用量を2017年度から2019年度の3ヶ年平均契約実績と比較し、概ね30％削減することを目指します。

本学では、第4期中期目標期間（2022年度〜2027年度）において、温室効果ガスを排出しない再生可能エネルギーの導入促進な

どによる電力の有効利用、CO₂排出量の削減等を図る方針のもと、事業活動において環境に配慮し、すべての構成員が一体と

なって環境配慮活動に取り組んでおります。

中期的な目標

本学は、2050年カーボンニュートラル実現に向けて文部科学省・経済産業省・環境省の先導のもとに設立された「カーボンニュー

トラル達成に貢献する大学等コアリション」に参画しています。

 

同コアリションは、地域、国及び世界への貢献のため、大学等間の連携や、大学等と社会の各セクターとの連携の強化等を通じ

て、脱炭素化に係る大学等の貢献の在り方や方向性を議論するとともに、その具体的手法に係る研究開発や成果の社会実装の

推進、活動成果等の知見の共有、国内外への発信力の強化などを行うことを目的としています。

2021年7月、188の国公私立大学等の参加のもと設立総会（オンライン）が開催され、脱炭素化に係る大学等の貢献の在り方や方

向性などが示されました。 総会での決議によるコアリションの方針等のもと、各大学等は5つのワーキンググループ（WG）に分か

れて活動し、キャンパス・地域の脱炭素化やイノベーションの創出、人材育成などに取り組んでいます。

本学は、5つのＷＧのうち、ゼロカーボン・キャンパスＷＧへの参画を通じて、各大学キャンパスのゼロカーボン化に係る取組の推

進に努めて参ります。

カーボンニュートラルへの取組

カーボンニュートラル達成に貢献する大学等コアリションへの参画について

 https://uccn2050.jp
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大学キャンパス概要

職員数 学部生等数 大学院生等数

教職員　　　　 665 商学部　　　　　　　　　　　　　 　1,244 修士課程 　 905

2023年5月1日現在

経済学部 　　　　　　　　　　1,191 博士後期課程 　 541

法学部 専門職学位課程 　 392

社会学部　　　　　　　　　　　　 　1,093

合計　　　　　 665 合計 　　　　　　　　　  4,335 合計 　1,838

大学名

学　長

所在地

構成員

創　立

国立大学法人　一橋大学

（英語: Hitotsubashi University）

中野　聡

東京都国立市中2-1

6,838名

1875年（明治8年）

期間　

構成員数

主要キャンパス

2023年4月1日~2024年3月31日

全構成員（6,838名）

国立キャンパス（敷地面積288,214㎡、建物床面積109,234㎡）

小平国際キャンパス（敷地面積90,626㎡、建物床面積38,050㎡）

千代田キャンパス（敷地面積3,218㎡、建物床面積14,441㎡）

本報告書の対象範囲

一橋大学主要キャンパス

国立キャンパス（東京都国立市中２-１）

一橋大学国立キャンパスは、文教都市国立市にあり、東京都内にありながら四季折々に彩りを変える自然豊かなキャンパスです。

また、 ロマネスク様式により建築された兼松講堂や東本館は国の登録有形文化財に登録されており、附属図書館や授業が行わ

れる本館などは、統一されたデザインで設計されています。

ソーシャル・データサイエンス学部

▲ 国立キャンパス ▲ 本　館

740

67
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一橋大学研究教育憲章

一橋大学は、市民社会の学である社会科学の総合大学として、リベラルな学風のもとに日本における政治経済社会の発展とその

創造的推進者の育成に貢献してきた。人文科学を含む研究教育の水準はきわめて高く、創立以来、国内のみならず国際的に活

躍する、多くの有為な人材を輩出している。

この歴史と実績を踏まえ、一橋大学は、日本及び世界の自由で平和な政治経済社会の構築に資する知的、文化的資産を創造し、

その指導的担い手を育成することを使命とする。一橋大学は、この使命を達成するため、先端的、学際的な社会科学の研究教育

を積極的に推進し、日本及び世界における拠点として、人間社会に共通する重要課題を解決することを目指し、研究教育の理念

と基本方針とを次のように定める。

小平国際キャンパス（東京都小平市学園西町1-29-1）

かつての東京商科大学予科と、その後の一橋大学小平分校（教養課程）が設置されていたキャンパスです。国立キャンパスでの4

年一貫教育の開始に伴い、1996年春に小平分校は廃止されましたが、2000年度から2002年度にかけて小平国際キャンパスとして

再整備されました。国際学生宿舎一橋寮（学生寮）、小平国際ゲストハウス（外国人研究者宿泊施設）、如水スポーツプラザ（屋内

スポーツ施設）、小平研究保存図書館、放送大学東京多摩学習センターなどが置かれています。

千代田キャンパス（東京都千代田区一ツ橋2-1-2）

かつて本学の前身である東京商科大学が校舎を構え、現在の校名の由来ともなった千代田区一ツ橋の地に建設された地上23階

建ての学術総合センタービル。千代田キャンパスはこのビルの1階から9階にあります。大学院経営管理研究科と法学研究科の一

部のプログラムが開講されているほか、最大523人収容可能な一橋講堂をはじめとする大小さまざまな会議室が備えられており、

国際会議や学会、講演会などに利用されています。
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一橋大学の研究教育の理念

一橋大学の研究教育の基本方針

Captains of Industry

校章マーキュリーの由来

充実した研究基盤を確立し、新しい社会科学の探究と創造の精神のもとに、独創性に富む知的、文化的資産を開発、蓄積
し、広く公開する。

実務や政策、社会や文化との積極的な連携を通じて、日本及び世界に知的、実践的に貢献する。

豊かな教養と市民的公共性を備えた、構想力ある専門人、理性ある革新者、指導力ある政治経済人を育成する。

（1）

（2）

（3）

大学の社会的責任を自覚し、法と倫理を重んじ、自治と知的誠実の精神をもって研究教育を行う。

研究教育における構成員の自由と自律、個性と多様性を尊重する。

理論的研究と実務的研究、基礎的研究と先端的研究を等しく重視する。

研究成果を国内外に広く公開するとともに、客観的、かつ、公平な自己評価及び外部評価により、その成果を厳しく検証する。

対話と双方向の教育を基軸とした、自由で緊張感ある教育環境を育成し、発展させる。

学生個々人の感性を磨き、理性を鍛え、創造性と論理性、構想力と判断力を養うことを教育の指針とする。

市民社会、産業界、官界との連携を適正、かつ、積極的に推進し、社会の課題に的確に応える。

研究教育の国際的連携を図り、情報・人的ネットワークを構築する。

"Captains of Industry"はイギリスの思想家にして歴史家、トーマス･カーライル（Thomas Carlyle1795~1881）が1843年に著した『Past 

and Present』（邦題『過去と現在』）に求められます。

"Captains of Industry"つまり、国際的に通用する産業界のリーダーたり得る人材の育成。これが教育機関として一橋大学が創設して

以来、使命としてきたものです。

1875年に森有礼が私設した商法講習所の時代から一橋大学は、単に西洋式の「商法」‐「商い方」を身に付け、即戦力になる人材

を供給することだけではなく、"Captains of Industry"にふさわしい実業人の育成を目標としてきました。

"Captains of Industry"は、一橋大学の建学理念として今に至るまで語り続けられています。

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

一橋大学の校章「マーキュリー」は、ローマ神話の商業、学術などの神メルクリウス 

Mercurius（英語名マーキュリー Mercury、ギリシア神話のヘルメス Hermes に対応）の

杖を図案化したものです。

2匹の蛇が巻き付き、頂には羽ばたく翼が付いています。蛇は英知をあらわし、常に蛇のよ

うに聡く世界の動きに敏感であることを、また翼は世界に天翔け五大州に雄飛することを

意味しています。

東京商業学校が高等商業学校に昇格した1887年頃に、ベルギーのアンヴェルス（アント

ワープ）高等商業学校出身の教師アルテュール・マリシャル Arthur Marischal (1857-没

年不詳)と教頭成瀬隆蔵の発案により制定され、一般の商業学校とは区別される「高等」

商業学校の特別な地位を示す Commercial College の頭文字C・Cが添えられています。

2004年4月1日の法人化を契機に、ユニバーシティ・アイデンティティの確立の観点から校

章として2005年に商標登録を行いました。

一橋大学の概要
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2023年度一橋大学省エネ計画
「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」（改正省エネ法）において、エネルギーをめぐる

経済的社会的環境に応じた燃料資源の有効な利用の確保に資するため、エネルギー使用の合理化に関する措置を講じることと

されています。併せて、国の地球温暖化対策計画を達成することも考慮し、中長期的な観点からエネルギー対策と地球温暖化

対策を一層推進して参ります。

5.具体的な取組

スタンド照明が使用できる部屋は、電灯の間引きなどを行う。

日中は、業務に支障のない範囲、窓際や人がいない部分、空室時や休息時は消灯する。

使用していないか使用頻度の少ない電気機器及び部屋等は、コンセントを抜くかブレーカーをオフにする。
また、省電力機能を有する電気機器は省エネモード、冷蔵庫は季節により設定温度を見直す。

空調設備の設定温度は、夏季28℃、冬季20℃を目安とする。

使用していない部屋の空調設備は、停止する。

エレベーターは、「3UP、3DOWN」を心がけて使用を控える。

定時退勤や計画的な休暇取得を促進する。日常の定時終業後や一斉休業期間は、施設利用を控える。

クールビズ（5月~10月）、ウォームビズ（11月~3月）を励行する。

大学構内で電力を使用する外部団体等に対しても本学の取組への協力を要請する。

教職員

廊下やホール等は、業務上支障が無い限り電灯の間引きを行い、調光により照度を下げる。
また、共通部分の蛍光灯を清掃し照度確保に努める。

春季（4月1日~6月30日）、秋季（10月1日~11月30日）は、原則として冷暖房設備の使用を停止する。

エアコンのフィルターを清掃し、空調設備の効率運転に努める。

トイレの暖房便座、温水洗浄便座は、夏季は停止、冬季は省エネモードにする。

教職員に対し、WEB（一橋大学ホームページ、学内ポータルサイト等）に光熱利用状況・週間電気予報を

掲載し、継続的に省エネを啓発する。

夏季、冬季、春季休業期間中、本館、第1講義棟、東1号館、東2号館のエレベーターを停止する。

夏季及び冬季の省エネパトロールを実施する。

管理者

6.省エネ工事の実績

本館他照明設備改修工事

マーキュリータワー他空調設備改修工事

7.取組の検証及びフォローアップ

1.基本的な方針
学生及び教職員の健康・安全に十分留意しつつ、教育研究な
どへの影響を回避した無理のない形で実行することを基本と
する。

2.実施期間
2023年4月1日~2024年3月31日

3.対象施設
本学の全施設を対象とする。（但し、宿舎は除く。）

4.数値目標
年間エネルギー起源削減CO2排出量を4,017t-CO2以下とする

（2013年度比33.5%以上削減）。（国の地球温暖化対策計画等
に挙げられている温室効果ガス削減目標に対応して、数値目標
の指定対象を、従来のエネルギー消費原単位からエネルギー
起源CO2排出量に変更。）

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

（9）

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

（1）

（2）

大学ホームページに週間電気予報、学内ポータルサイトに光熱利
用状況を教職員に発信し、電気使用量等から取組結果を分析する。

本計画については、本学の委員会において計画及び取組の見直し
等を行い、学内会議へ報告し、教職員に発信する。

（1）

（2）

環境目標と達成状況
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※エネルギー消費原単位=エネルギー使用量÷延床面積



改修内容 改修面積

① 磯野研究館、第2講義棟、マーキュリータワー高層棟（1～4階）空調設備更新

本館の照明設備LED化

法人本部棟の照明設備LED化

5,106㎡

3,087㎡

3,715㎡

②

③

省エネルギー化に資する建物及び設備の改修を計画的に進めています。インフラ長寿命化計画（個別施設計画）等に基づき建物の

大規模改修を実施する際には、老朽改善とあわせて消費電力の少ないLED照明設備や高効率空調設備の導入、断熱性能の高い

サッシへの交換等を実施しています。また、大規模改修の予定がない建物についても、型式が古くエネルギー効率の悪い設備が設

置されている建物や、設備の稼働時間が比較的長い建物のように、設備更新による省エネルギー効果が高いと見込まれる建物から

順次LED照明設備や高効率空調設備への更新を進めています。

2023年度に実施した主な省エネルギー改修は次のとおりです。2023年度の一橋大学省エネ計画で計画していた改修はすべて実施

することができました（①~③）。

キャンパス内への太陽光発電の導入を進めており、2024年3月までに国立キャンパス6棟と小平国際キャンパ

ス1棟の計7棟の建物の屋上に太陽光発電設備を設置しました。設備容量の合計は64kWであり、年間で648

千kWh程度の発電量を見込んでいます。2024年度には第3研究館屋上への太陽光発電設備の設置を進め

ており、今後もさらなる新増設を計画的に進めて参ります。

省エネルギー改修の実施

太陽光発電の導入

空調等によるエネルギー使用が増加する夏季（7~9月頃）と冬季（12~2月頃）に、施設課職員が学内の各部屋を巡回し、空調設定温

度の適正化や昼休みの消灯等の取組が実践されているかを確認するとともに、部屋の利用者に対して省エネのためのアドバイスを

実施しています。

省エネパトロールの実施

省エネルギー化に向けた具体的取組

本学では、夏季・冬季はホームページに「省エネ対策・電

気予報」として国立キャンパス（西キャンパス、東キャンパ

ス）の教育研究施設、図書館等における毎週の電力使

用量の予測及び実績をお知らせしています。

学生、教職員が省エネを意識して節電に取り組めるよう

に情報発信しています。また、学内ポータルサイトに国立

キャンパスの毎月の電気・ガス・水道使用量及び建物別

の使用量もお知らせしています。

一橋大学ホームページ及び学内ポータルサイトによる省エネ情報発信

URL：https://www.hit-u.ac.jp/function/outside/brownout/index.html

40

50

60

70

80

90

100
(%)

(11,800)
(kWh)
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電気 都市ガス、液化石油ガス(LPG)及び灯油

2023年度のエネルギー使用量（電気、都市ガス等の使用量を熱量GJに換算した値）は前年度比2.2％増の

88,765GJとなり、原油換算では2,290kLでした。

エネルギー使用量全体に占める電気の割合は79.0％、都市ガス等の割合は21.0％でした。

なお、新型コロナウイルス感染拡大前の2019年度と比べると14.1%減（年率換算3.5%減）となりました。

年度 熱量GJ 原油換算kL

88,765 2,2902023

2019

2020

2021

103,290 2,665

79,120 2,041

86,682 2,236

2022 86,845 2,241

エネルギー使用量（熱量GJ）

2019 2020 2021 2022 2023年度

70,79770,797

15,885

86,682

70,09570,095

16,750

86,845

81,48581,485
64,36064,360

21,805

14,760

103,290

79,120

エネルギー使用量等の5年度間推移

70,12470,124

18,641

88,765

0

10,000
(千kWh)

年度

600
(千㎥)

年度

都市ガス使用量

185

145

9
14

353353

191

158

14
9

372372

252

136

190

25

162

10

17

20

484484

328328

0

2019 2020 2021 2022 2023

国立 千代田 小平 その他

電気使用量

4,886

1,561

595
236

7,278

4,773

1,599

605
228

7,205

5,4935,429
4,510

1,877

1,445

808

479

273

194

8,387

6,628

20202019 2021 2022 2023

国立 千代田 小平 その他

4,787

1,602

585
230

7,204

197

194

13
8

412412

2023年度の電気使用量は前年度約同値の7,204千kWh、都市ガス使用量は前年度比10.8％増の412千㎥でした。

2020年度は新型コロナウイルス感染拡大を受けて多くの授業をオンラインで実施し、在宅での研究活動やテレワーク等を推奨し

たのに対し、2021年度以降は感染拡大防止策をとったうえで可能な限り多くの科目を対面授業としたほか、新型コロナウイルス対

策としてのテレワークを縮小したため、電気、都市ガスともに使用量が増加しました。

なお、新型コロナウイルス感染拡大前の2019年度と比べると、電気使用量は14.1%減（年率換算3.5%減）、都市ガス使用量は14.9%

減（年率換算3.7%減）となりました。
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70%70%0.00

25.00
(kL/千㎡)

120%
(%)

エネルギー消費原単位

2023年度のエネルギー消費原単位（原油換算エネルギー使用

量(kL)を延床面積(千㎡)で除した値）は前年度比2.2%増の

16.66kL/千㎡でした。2019年度と比べると14.0%減となりました。

また、5年度間平均原単位変化（対前年度比の相乗平均）は

96.3％となり、省エネ法上の特定事業者の努力目標とされるエ

ネルギー消費原単位の年平均1%以上低減を達成しました。

2019 2020 2021 2022 2023

19.3819.38

14.8414.84 16.2616.26
98.0

76.676.6

109.6109.6
16.3016.30

100.2100.2

16.6616.66

102.2102.2

エネルギー消費原単位 対前年度比

年度

0.0

120.0

(t-CO2)

0

6,000

（%)

0.0

120.0

(t-CO2)

0

6,000

（%)

エネルギー起源二酸化炭素排出量 調整後温室効果ガス排出量

2019 2020 2021 2022 2023年度

電気

2013年度を100とした場合の比率

都市ガス、液化石油ガス(LPG)及び灯油

3,904

2,957

1,087

736

4,9914,991

3,6933,69382.682.6

61.161.1

3,275

792

4,0674,067

67.367.3

3,262

873

4,1354,135

68.568.5

年度

電気

2013年度を100とした場合の比率

都市ガス、液化石油ガス(LPG)及び灯油

3,886

2,949

1,087

736

4,9734,973

3,6853,685

3,242

792

4,0344,034

3,259

872

77.7

4,1314,131

93.593.5

69.369.3
75.975.9

2019 2020 2021 2022 2023

3,271

866

4,1374,137

68.568.5

2,843

866

69.7

3,7093,709
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2023年度のエネルギー起源二酸化炭素排出量（エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量）は

前年度と約同数値の4,137t-CO2（目標値4，017t-CO2）、2013年度（6,040t-CO2）比31.5%減（目標値33.5％減）の水準であり、引き続

き排出量削減の努力が必要な状況です。排出量全体に占める電気の割合は79.1%、都市ガス等の割合は20.9%でした。

2023年度の調整後温室効果ガス排出量は前年度比10.2%減の3,709t-CO2となり、2013年度（5,318t-CO2）比30.3%減の水準でし

た。排出量全体に占める電気の割合は76.7%、都市ガス等の割合は23.3%でした。

2021年10月22日に閣議決定された「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置につい

て定める計画」（政府実行計画）では、2013年度を基準として、政府の事務及び事業に伴い直接的又は間接的に排出される温室

効果ガスの総排出量を2030年度までに50%削減することを目標としています。一橋大学においても政府実行計画と同水準の目標

を達成すべく、さらなる排出量削減に取り組んで参ります。

環境目標と達成状況



水道使用量の5年度間推移

本学は、限りある森林資源の保全に貢献するため、紙の購入量の削減

に取り組んでいます。第3期中期計画においては、電子決裁システムの

導入や学内会議のオンライン化等によるペーパーレス化の推進により、

2027年度（第4期中期目標期間最終年度）までに紙の使用量を2017年

度から2019年度の3か年平均の契約実績と比較し概ね30％削減するこ

とを評価指標としています。

2023年度の紙の購入量は、前年度比4.9％増の22,638kgとなり、2017年

度から2019年度までの3か年平均（48,820kg）と比べて53.6％減の水準

でした。新型コロナウイルス感染症が収束に向かう中で増加がみられ

るものの、低い水準を維持しています。今後もさらなるペーパーレス化を

推進し、紙の購入量の削減を進めて参ります。

紙の購入量の削減

紙の購入量の推移

0

60,000

2019 2020 2021 2022 2023

（kg）

年度

21,939 21,576 22,638

47,627

19,316

水道使用量

0

100,000

2019 2020 2021 2022 2023

（㎥）

年度

26,70826,708

8,6498,649

31,62931,629

15,583

17,36717,367

34,50534,505

10,87010,870

42,65342,653

16,485

7,4887,488

29,25129,251

14,119

82,56982,569

26,78326,783

8,9818,981

94,98394,983
104,513104,513

68,22568,225

国立 千代田 小平 その他

28,64328,643

11,46711,467

50,58350,583

11,766
102,459102,459

46,79746,797

12,422

50,000

30,000
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廃棄物の排出抑制と再利用の促進

2019 2020 2021 2022 2023年度

排出量 再利用量 排出量に占める再利用量の割合

135,489135,489

90,05490,054

164,883164,883

110,380110,380

83,29083,290

71,89071,890

116,264116,264

95,05695,056

164,244164,244

142,526142,52670.8%70.8%

65.1%65.1%

66.7%66.7%50.5%50.5% 66.5%66.5%

廃棄物排出量・再利用量の推移（国立キャンパス）
（%）

0

60,000

120,000

30

60

180,000

0

90

（kg）

一橋祭HP抜粋　https://ikkyosai.com/visitor/54/ikkyosai#eco一橋祭HP抜粋　https://ikkyosai.com/visitor/54/ikkyosai#eco

本学では、循環型社会形成に向けた事業者としての責務を果たすため、廃棄物の排出抑制と再利用の促進に取り組んでいます。

国立キャンパスにおいては、「国立市における廃棄物等の発生の抑制、循環的な利用の促進及び適正な処分の確保に関する条

例」に基づき、「事業系一般廃棄物等の発生及び排出の抑制に関する計画書」及び「廃棄物等の減量及び再利用に関する計画

書」を毎年度作成し、国立市に届け出ています。

2023年度の国立キャンパスにおける廃棄物排出量は、前年度比4.9％減の135,489kgでした。2020年度には、新型コロナウイルス感

染拡大に伴って学生・教職員等のキャンパスへの入構が大きく減少したこと等により、廃棄物排出量は大きく減少しましたが、

2021年度には、入構者が増加してきたため、廃棄物排出量は感染拡大前の水準まで戻っていました。2023年度は、2022年度と同程

度の入構者数であったにも関わらず、廃棄物排出量を抑制することができました。

2023年度の国立キャンパスにおける廃棄物の再利用量は前年度比5.3％減の90,054kg、廃棄物排出量に占める再利用量の割合

は前年度比0.2ポイント減の66.5％でした。

今後も引き続き排出量を抑制するとともに、排出量に占める再利用量の割合を高めるよう努めて参ります。

13

毎年11月に開催される一橋大学学園祭（以下「一橋祭」という）

開催期間中に一橋祭実行委員が中心となり、一橋祭で発生する

ごみを来場者に協力してもらい７種類に分別する活動や、フィル

ムが剥がせるエコ容器（リ・リパック）を導入し、剥がしたフィル

ムは燃えるごみへ、トレーは業者の方に回収してもらい、再利用

する活動を行っています。

環境目標と達成状況



物品のリユース

不用物品の処理手順

有害物質等

本学では、PCB廃棄物を関係法令に基づき適正に
廃棄処分を完了しています。

■有害物質（PCB（ポリ塩化ビフェニル））の
　処理について

建物名 工事種別 施工部位 石綿区分等 処分数量 備考

情報基盤
センター

改修
内装材 レベル3 1.5m3

外壁材 レベル3 0.5m3 (塗材)

(Pタイル、巾木等)

本学では、建物の改修工事に合わせてアスベスト含有建材の有無を調査し、
アスベストの含有が確認された場合には、関係法令に従い適切に撤去・処分
を実施しています。2023年度は、以下の工事において対応しました。

■有害物質（アスベスト等）の処理について

2023年度：アスベスト撤去・処分の実績

使用者

各部局の会計事務担当者(物品の管理に関する事務担当者）

連絡

再利用
不可

再利用可 再利用可再利用不可

（リユース台帳掲載期間終了）
再利用希望なし

（リユース台帳掲載期間終了）
再利用希望なし

不用物品報告書を財務課へ提出

財務課での所定の
手続きの上、処分の決定

情報提供部局と受領希望
部局間で受け渡し

情報提供部局と受領希望
部局間で受け渡し後、

受領部局が物品所属換報告書を提出

各部局で全体共有フォルダ内にあるリユース台帳に不用物品情報（写真を含む）を記載

固定資産、少額資産、「換金性の高い物品」 消耗品

廃棄の手続きへ

廃棄届出書（粗大ゴミ/家電リサイクル対象ゴミ用）を経理課へ提出

経理課から廃棄物品倉庫への搬入日の通知及び受理シール受領

シールを貼付し廃棄物品倉庫へ搬入後、廃棄(経理課にて業者発注)

リユース成立

リユース成立

再利用希望あり

再利用希望あり

本学では、不用物品の有効活用を図るため、2012年度から全学的な物品のリユースの仕組みを運用しています。物品が不用となった
ときは、リユースが不可能な特別な事情がある場合を除き、廃棄処分する前にリユース台帳に登録し、学内の各部局にリユースの希
望を募ります。リユース希望があったときは、従来の利用部局からリユース希望部局へ物品の受渡しを行います。2023年度は、リユー
ス台帳への登録が41件あり、このうち14件についてリユースが成立しました。
また、2014年度からはこの仕組みを拡大し、近隣の国立大学4校（東京外国語大学、東京学芸大学、東京農工大学及び電気通信大
学）との間でも物品のリユースの照会を行っています。
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グリーン調達

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づき、｢環境物品等の

調達の推進を図るための方針｣を策定し、調達率100％を目標としました。

本学のグリーン購入法による環境負荷低減の製品、サービス等（特定調達品目）は、21分野216品目

となっており100%を達成することができました。なおグリーン購入法適合品が存在しない場合につ

いても、エコマーク等が表示され、環境保全に配慮されている物品を調達することについて配慮し

ました。今後も引き続き環境物品等の調達の推進を図り、可能な限り環境への負荷の少ない物品

等の調達に努めて参ります。

グリーン調達の実績（主要品目抜粋）

分野 品目 総調達量 特定品目調達量 達成率

紙類 コピー用紙 22,638kg 22,638kg 100%

トイレットペーパー 6,048kg 6,048kg 100%

文具類 ファイル 8,807冊 8,807冊 100%

事務用封筒（紙製） 99,463枚 99,463枚 100%

オフィス家具等 イス 317脚 317脚 100%

ローパーテーション 26台 26台 100%

電子計算機等 パーソナル・コンピュータ 345台 345台 100%

記録用メディア 15個 15個 100%

エアコン エアコン 17台 17台 100%

インテリア・寝装・寝具 カーテン 63枚 63枚 100%

タイルカーペット 23㎡ 23㎡ 100%

印刷 印刷 421件 421件 100%

目標

状況

グリーン調達の目標と状況
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緑地の管理・保全

緑地基本計画ゾーニング図

花木を主体にした植栽ゾーン

武蔵野の面影を維持するゾーン

現状のまま保存するゾーン

新植してバッファー機能を持たせるゾーン

草地（ススキ草原）ゾーン

開放を前提にしたゾーン

国立キャンパス緑地の管理・保全

▲緑地基本計画(2004年策定）▲緑地基本計画(2004年策定） ▲緑地基本計画レビュー（2015年刊行）▲緑地基本計画レビュー（2015年刊行）▲植樹会定例作業風景(植樹会HPより）▲植樹会定例作業風景(植樹会HPより）

幾多の年月を経て作り上げられた武蔵野の雑木林の面影を残す豊かなキャンパスを維持・発展させ100年先を見通したキャンパ

スの緑を「期待する目的に見合った健全な緑」として保全するため、2004年に緑地管理の基本方針として「一橋大学国立キャンパ

ス緑地管理計画」を策定し、その10年後の2015年には進捗状況や成果を検証した「一橋大学国立キャンパス緑地基本計画レ

ビュー」を刊行し、今後のより具体的な管理を計画しました。

当初の10年間の地道な作業によって、キャンパスの緑は多様性に富むメリハリの利いたものへと変化し、続く10年間で樹木の伐採

や移植、歩道の整備、外構の浚渫（しゅんせつ）等を行うことにより、明るく落ち着いた空間に生まれ変わりました。また、大学の保

全管理業務のほか、大学のOB・OGを中心とする学外団体「一橋植樹会」の協力を得ながら、草刈りなどを定期的に実施し、キャ

ンパス環境の維持・保全を行っています。

2024年3月に改定されたキャンパスマスタープランの整備計画を踏まえ、今後、緑地基本計画レビューに則った緑地環境保全を行

い、「一橋植樹会」の協力のもと、緑地環境整備を継続実施して参ります。
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緑と自然環境への貢献

一橋大学国立キャンパスの敷地面積は288,214 ㎡であり、国立市全体面積 8.15ｋ㎡ の約3.5％を占めております。特に国立

キャンパスが有する緑地の面積は、国立市全体の緑地面積の約10.8％を占めており、緑の潤い空間や自然環境の保全により

地域に貢献しています。

▼現在の国立キャンパス

▲移転時の国立キャンパス

国立市の面積（2024年5月1日現在）

8.15k㎡＝8,150,000㎡
国立市緑被率（2002年時点）

国立市の概要ＨＰより 国立市緑の基本計画(２０２４年度中改定予定）

26％＝2,119,000㎡

一橋大学の敷地面積

288,214㎡ 建築面積+道路などを
差し引いた概算面積実態調査配置図記載の国立キャンパス面積

国立市全体の緑地に占める
一橋大学の緑地の割合

10.8％程度
229,590㎡ 

国立キャンパスの緑による二酸化炭素の固定量

年間推定　約500ｔ
２０２４年度「緑の科学」講義内での推定算出量
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▲枝葉を粉砕機でチップ化

伐採樹木のリサイクル

本学では、構内の危険樹木などの伐採、剪定作業を行っています。発生した枝葉は粉砕機でチップ化を行い敷きならすことにより、

雑草の生育を抑え、時間をかけて良質な腐葉土に変化し、新たに樹木を植える際の埋め戻し土としても利用しています。

▲構内の樹木剪定により発生した枝葉

▲チップ化した枝葉を敷きならし時間をかけて良質な腐葉土に変化

リサイクル工場で粉砕、チップ化

場外搬出

良質な木材廃棄物については、粉砕、チップ化し、農耕地の土質改良・堆肥製造の原料としてリサイクルする処理工場で処分しています。

▲良質な木材廃棄物

18
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SDGsの達成やアクションプランの実現に寄与する教育プログラム

授業内容の紹介

環境科学Ⅱ
資源循環や森林保全などの最新の動向や企業や官民連携
の取り組み事例の紹介、循環経済への移行に必要な行動
変容等、様々な環境問題とそれに対処するための基礎知識
を学びます。

緑の科学（一橋植樹会寄附講義）
キャンパスの自然環境を実践的教材として、緑に関する諸
問題への基本的理解を深め、持続可能な社会の中心的役
割を担う植物・環境・エネルギーについて学習します。

交通政策論（交通と環境）
（交通エコロジー・モビリティ財団寄附講義）

交通市場の特質と交通経済学の概論を学ぶとともに、低炭素・
循環型社会の構築、高齢化社会への対応、国際競争力の強化
等の観点に重点を置いた交通政策のあり方を学びます。

環境経済学
環境汚染や気候変動が健康と経済を通じて人間の厚生に
与える影響や損失の可能性、環境汚染や温室効果ガス排
出量を最適な水準にするための政策（環境政策）の必要性
などを学びます。

環境法
大気汚染、水質汚染、廃棄物問題や環境リスクなどの具体的な
テーマに沿いながら、諸外国の環境法との比較分析などを通じ
て、わが国の環境法の構造と意義、課題について学びます。

環境をめぐる問題と実践
環境社会学・公共社会学・持続可能社会論などの理論と方
法をもとに、どうすれば持続可能な共生社会へと向かうこ
とができるのかを考えます。

経済学研究科

経営管理
研究科

法学研究科

上級環境経済学Ⅰ

企業倫理とESG

ワークショップ/
リサーチ・ワークショップ（環境・技術）

SDGsと法

環境・資源経済分析A

環境ファイナンス

気候変動リスクと
サスティナブル・ファイナンス

サステナビリティ経営
（EY Japan株式会社寄附講義）

EU環境・ビジネス法

大学院

区分 授業科目

法科大学院

社会学研究科

環境法Ⅰ

環境法Ⅱ

国際・公共政策
大学院

地球環境と地域社会

国際開発論A

環境をめぐる問題と実践

環境法政策

地球環境と開発金融

区分 授業科目

全学共通
教育科目 サイエンス工房（環境科学）Ａ

サイエンス工房（環境科学）Ｂ

環境科学Ⅱ

地球環境システム

緑の科学（一橋植樹会寄附講義）

学部

商学部

経済学部

社会学部

交通政策論（交通と環境）
（交通エコロジー・モビリティ
財団寄附講義）

上級環境経済学Ⅰ

資源経済学

環境・資源経済分析B

自然資源経済論B

環境経済学

国際開発論A

地球環境と地域社会

地球社会の課題A

環境をめぐる問題と実践

EU環境法

ESG Investing and SDGs

SDGs -理論と実践-

発展ゼミⅠ（環境法）

サステナビリティ経営
（EY Japan 株式会社寄附講義）

環境・資源経済分析B
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授業の紹介

『緑の科学』は一橋植樹会の寄附講座として行われている講義です。一橋植樹会は、大学のキャンパスの緑化推進、環境整備へ

の支援を目的に1973年に発足した組織です。当初は、植樹費用の寄附を通じた財政的支援が主体でしたが、2004年に再出発し

た新生植樹会は、「国立キャンパス緑地基本計画」に基づき、「卒業生、教職員、学生」の三者が一体となり、実作業も含めたキャ

ンパスの緑化推進、環境整備の支援活動を行っています。 

『緑の科学』は、2012年4月から行われ、今年(2024年)で13年目になります。地球の自然環境を保全し、維持することは世界共通の

課題であり、21世紀を担う人材には地球環境を守ることの理解と実践が求められます。そういった課題に取り組みうる人材の育

成にも繋げたいと考えて発足した講座です。講義は、母校キャンパスの緑の保全を原点としながら、多様なレベルの自然の保全

の大切さを学生が認識し、そのために自らが行動する人間になることができるように学んでもらうことを主眼としています。また、

講義を主体にしながら、「観て、触って、知る」ことを目的とするキャンパスツアー、自然観察、植生管理、環境整備作業等の実体

験にも重点を置いています。自然環境保全に関する講義としては、異色の試みとして、数多くの学生に受講されてきました。

（一橋植樹会）

一橋植樹会寄附講座『緑の科学』について

学生の環境活動

▲講義の様子（一橋植樹会HPより）▲講義の様子（一橋植樹会HPより） ▲キャンパスツアーの様子（一橋植樹会HPより）▲キャンパスツアーの様子（一橋植樹会HPより） ▲環境整備作業の様子（一橋植樹会HPより）▲環境整備作業の様子（一橋植樹会HPより）

一橋祭HP抜粋一橋祭HP抜粋

一橋大学公認サークル『チーム・えんのした』は、「本と人とをつなぐ」

ことを目的に古本の無償回収と提供、図書館との共同事業など、本・

読書に関する様々な活動を行っています。

一橋祭では「0円古本市」と称した企画を開催し、本学の教員や学

生、くにたち図書館などから寄贈していただいた古本を1人5冊まで無

料で提供しており、リユースを通じた紙資源・知的資源の有効活用に

貢献しています。

▲附属図書館に設置されている古本回収ボックス▲附属図書館に設置されている古本回収ボックス
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環境教育研究活動

大学構内で行われている環境活動の紹介

～学生と卒業生による木製ベンチ修復作業～
2004年に学内で行われた環境整備の際、伐採した樹木を場外処分するのではなく、構内の何かに再利用出来ないかと考えた結

果、伐採木を加工して製作した木製ベンチを構内に配置しました。しかし20年の時を経て、雨風を耐えしのいだ木製ベンチは、

経年劣化により座面は粗くなり、ベンチの下には土砂が堆積し、全体はほこりやコケで黒ずんでいました。

この状況を見て、本学の一橋植樹会学生理事の皆さんが、木製ベンチをリニューアルしたいと志願し、植樹会メンバー（本学卒

業生）と共に、洗浄から堆積土の掻き出し、サンダー機による研磨、防腐剤の塗布等を数日間にわたり作業した結果、木製ベン

チの修復作業が完了しました。始まりは、学内で伐採した樹木の再利用活動でしたが、20年の時を経て、木製ベンチが設置され

た年代に誕生したであろう本学学生と日頃構内緑地整備にご尽力いただいている、本学卒業生の手により、木製ベンチの長寿

命化が図られ、次の世代にも安心して利用できる環境整備活動にまで発展することが出来ました。「卒業生・教職員・学生」の三

者が一体となり、学内の環境活動を通じて「ひとつひとつ、社会を変える」作業を続けて参ります。

経年劣化した木製ベンチ 本学学生による堆積土の掻き出し 洗浄乾燥後本学卒業生が座面を研磨

表面に防腐剤を塗布(1回目）

一橋植樹会学生理事(江角理事）の寄稿文一橋植樹会学生理事(江角理事）の寄稿文

2024年7月リニューアルした木製ベンチ表面に防腐剤を塗布(2回目）

今回私たち植樹会学生理事は、大学構内のベンチ修復作業を行いました。一橋大学に通う学生として、由緒あるこの国立キャ

ンパスの環境維持に貢献することができ、大変光栄に思っています。今回修復にあたったベンチは、完成から20年ということ

で、私たち学生と大体同じくらいの年齢です。今の時期の高温や冬の寒さといった過酷な環境の中でもこれまで学生やキャン

パスを支えてくれていたことへの感謝を感じながら、学生一同作業を続けてきました。新生植樹会として、学生が植樹会の活動

に参加するようになったのも今から約20年前のことです。当時学生理事を務められていた先輩方のお話をお聞きしても、活動内

容や参加する学生の幅が大きく変わっていました。これからも時代に合わせて私たち学生理事は人や役割を変えていきます

が、「魅力ある一橋大学の自然を守りたい」という大事なものは変えずに活動を続けていく所存です。

21



一橋大学における省エネルギー規則

国立大学法人一橋大学における省エネルギーの推進に関する規則

（法令との関係）

（趣旨）

（定義）　

（学長及び部局長の責務）

（エネルギー管理統括者）

第１条 この規則は、国立大学法人一橋大学（以下「本学」という。）における省エネルギーの推進に関し、必要な事項を定める。

第２条　　　この規則に定めのない事項は、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和54年法律第

　　　49号。以下「省エネ法」という。）、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号。以下「温対法」という。）その他の

　　　関係法令の定めるところによる。

　　　この規則における用語の定義は、次のとおりとする。

一　「エネルギー」、「非化石エネルギー」、「非化石エネルギーへの転換」及び「電気の需要の最適化」とは、それぞれ省エネ法

　　第２条第１項、第4項、第5項及び第6項に規定するものをいう。

二　「温室効果ガス」及び「温室効果ガスの排出」とは、それぞれ温対法第２条第3項及び第4項に規定するものをいう。

三　「省エネルギー」とは、エネルギーの使用の合理化、非化石エネルギーへの転換、電気の需要の最適化及び温室効果ガス

　　の排出の量の削減をいう。

四　「エネルギー管理統括者」とは、省エネ法第８条に規定するものをいう。

五　「エネルギー管理企画推進者」とは、省エネ法第９条に規定するものをいう。

六　「エネルギー管理員」とは、省エネ法第12条又は第14条に規定するものをいう。

七　「エネルギー管理指定工場等」とは、省エネ法第10条に規定する第一種エネルギー管理指定工場等又は同法第13条に規

　　定する第二種エネルギー管理指定工場等をいう。

八　「部局」とは、各学部、各大学院研究科、大学院研究部・教育部、経済研究所、附属図書館、研究機構、社会科学高等研究

　　院、森有礼高等教育国際流動化機構、情報基盤センター、社会科学古典資料センター、保健センター、学生支援センター

　　及び事務局をいう。

九　「部局長」とは、前号に規定する部局の長をいう。

第３条

学長は、全学的な省エネルギーを推進し、省エネ法第15条に基づく中長期計画書（以下「中長期計画書」という。）の作成

及び提出並びに同法第16条に基づく定期報告書（以下「定期報告書」という。）の作成及び提出その他省エネルギーに関

し法令により本学に義務付けられている事項に関する業務を、エネルギー管理統括者、エネルギー管理企画推進者、エ

ネルギー管理員その他の教職員に適切に行わせるとともに、エネルギー管理企画推進者及びエネルギー管理員に資質

の向上を図るための講習を受けさせるものとする。

第４条

第５条　　　本学に、エネルギー管理統括者を置き、学長が指名する副学長をもって充てる。

一　中長期計画書、定期報告書その他の報告書類の作成に関すること

二　エネルギーを消費する設備及び省エネルギーに関する設備の維持及び新設、改造又は撤去に関すること

三　エネルギーの使用の方法の改善及び監視

四　エネルギー管理員等に対する指導等

五　教職員及び学生に対する省エネルギーの啓発に関すること

六　その他省エネルギーの推進に関すること
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２　部局長は、部局における省エネルギーを推進する。

２　エネルギー管理統括者は、次の各号に掲げる業務を統括管理する。

３　エネルギー管理統括者は、エネルギー管理員の省エネルギーに関する意見を尊重しなければならない。



一橋大学における省エネルギー規則

（エネルギー管理企画推進者）

第６条

（エネルギー管理員）

第７条　

（本学構成員の責務）

第８条

（省エネ計画）

第９条

（雑則）

第10条　この規則に定めるもののほか、省エネルギーの推進に関し必要な事項は、別に定める。

本学に、エネルギー管理企画推進者を置き、本学教職員であって、省エネ法第9条第1項各号のいずれかに該当する者

のうちから学長が指名するものをもって充てる。

エネルギー管理指定工場等の指定を受けた本学の事業場に、エネルギー管理員を置き、本学教職員であって、省エネ

法第9条第1項各号のいずれかに該当する者のうちから学長が指名するものをもって充てる。

本学の教職員及び学生は、エネルギー管理統括者、エネルギー管理企画推進者及びエネルギー管理員の省エネル

ギーに関する指示に従うとともに、省エネルギーに努めなければならない。

一橋大学施設マネジメント委員会は、毎年度、省エネルギーを推進するための計画（以下「省エネ計画」という。）を策定

し、教職員及び学生に周知するものとする。

一　エネルギーを消費する設備及び省エネルギーに関する設備の維持に関すること

二　エネルギーの使用の方法の改善及び監視

三　定期報告書その他の報告書類に係る書類の作成

四　その他省エネルギーの推進に関すること

一　エネルギー使用量の削減その他省エネルギーに関する数値目標

二　節電その他省エネルギーのために実施する具体的な取組

三　省エネルギーのための設備更新及び工事の計画

四　その他省エネルギーの推進に関すること
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２　エネルギー管理企画推進者は、前条第２項各号に掲げる業務に関し、エネルギー管理統括者を補佐する。

２　エネルギー管理員は、その事業場における次の各号に掲げる業務を行う。

３　第１項の事業場以外の事業場においては、必要に応じて、エネルギー管理企画推進者その他の教職員が前項各号に掲げる業

　　務を行うものとする。

２　省エネ計画には、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。



2024年版の環境報告書をお届けします。本報告書は環境配慮促進法に基づき、本学における前年度（2023年度）の環境に関

する取組について取りまとめたものです。

今年度は、学生目線を取り入れ、学生の環境活動として、学園祭で行われた容器の再利用や紙資源・知的資源の有効活用の

活動を取り上げるとともに、卒業生と学生が協働で取り組む構内木製ベンチ修復作業の様子を紹介し、学生の立場から大学

の環境維持についてコラムを執筆してもらいました。

また、本学国立キャンパスの特色である緑豊かな敷地が地球環境にどのように貢献しているか検証するため、本学卒業生を

中心とする学外団体「一橋植樹会」の寄附講義「緑の科学」において、学生が二酸化炭素の推定固定量を算出し数値化した

内容を盛り込んでいます。

この環境報告書が、今後もコミュニケーションツールとして活用され、学内外の様々なステークホルダーの方 と々本学のパー

トナーシップにより「ひとつひとつ、社会を変える。」取組につながり、環境に関する共通価値の創造に貢献できることを願っ

ています。

多くの方々に是非とも目を通していただき、忌憚のないご意見を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

　　　　　　
一橋大学施設マネジメント委員会委員長
一橋大学理事（財務統括担当） 下間　康行　　　
　　　　　

令和６年10月

国立西キャンパス構内に整備されている『くにたちのお花ばたけ』花植え作業の様子

編集後記
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